
農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する計画 

 

山 口 市  

 

１ 促進計画の区域 

○多面的機能支払を推進する区域 

 別紙１の地図に記載のとおりとする。 

○中山間地域等直接支払を推進する区域 

 別紙２の地図に記載のとおりとする。 

○環境保全型農業直接支払を推進する区域 

 別紙３の地図に記載のとおりとする。 

 

２ 促進計画の目標 

北部を主とする山間地域 

【現 況】 

 本地域は、山間部に位置し傾斜地域であるが、基盤の整備率が高い。稲作を中心に、良

質な農産物の生産も行っている。しかし、特定農山村地域及び山村振興地域に指定される

など、平場地域と比べて生産条件の格差が大きい。このことから、格差を補正する取組を

行うことが必要である。今後とも、本地域の農業振興を維持させるため、遊休農用地の発

生を防止し、農業用用排水路や農業用道路、ため池などの農業用施設を保全管理する地域

の共同活動や、平場地域との生産条件の格差補正、環境負荷の軽減に配慮した農業生産方

式の普及が必要である。 

 

【目 標】 

 現況を踏まえ本地域では、地域共同による次のイからニまでのいずれかの活動を行うこ

とにより、多面的機能の発揮の促進を図ることとする。 

イ) 農用地、水路、農道等の地域資源の基礎的な保全管理活動及び地域資源の適切な保全

管理のための推進活動 

ロ) 農業用施設の軽微な補修及び農村環境の保全のための活動等の地域資源の質的向上を

図る共同活動並びに老朽化が進む農業用排水路等の長寿命化のための更新等の活動 

ハ) 中山間地域等において、農業生産条件の不利を補正するため、耕作放棄地の発生防止

や機械の共同利用、農作業の共同化に取り組み、農業生産活動を将来に向け継続して

いく活動 

ニ) 化学肥料・化学合成農薬を原則５割以上低減する取組と合わせて行う地球温暖化防止

や生物多様性保全に効果の高い農業生産活動 

 

東部山間地域 

【現 況】 

 本地域は、山間部に位置し傾斜地域である。基盤整備率が低く多くの未整備農用地が存



在し、水稲の生産性が高いとはいえない。特定農山村地域及び山村振興地域に指定される

など、平場地域と比べて生産条件の格差が大きいことから、これらを補正する取組を行う

ことが必要である。このような中でも、良質の米が生産され、野菜の高品質化も目指して

いる。今後とも農業振興を図るため、遊休農用地の発生を防止し、農業用用排水路や農業

用道路、ため池などの農業用施設を保全管理する地域の共同活動や、平場地域との生産条

件の格差補正、環境負荷の軽減に配慮した農業生産方式の普及が必要である。 

 

【目 標】 

 現況を踏まえ本地域では、地域共同による次のイからニまでのいずれかの活動を行うこ

とにより、多面的機能の発揮の促進を図ることとする。 

イ) 農用地、水路、農道等の地域資源の基礎的な保全管理活動及び地域資源の適切な保全

管理のための推進活動 

ロ) 農業用施設の軽微な補修及び農村環境の保全のための活動等の地域資源の質的向上を

図る共同活動並びに老朽化が進む農業用排水路等の長寿命化のための更新等の活動 

ハ) 中山間地域等において、農業生産条件の不利を補正するため、耕作放棄地の発生防止

や機械の共同利用、農作業の共同化に取り組み、農業生産活動を将来に向け継続して

いく活動 

ニ) 化学肥料・化学合成農薬を原則５割以上低減する取組と合わせて行う地球温暖化防止

や生物多様性保全に効果の高い農業生産活動 

 

中央地域 

【現 況】 

 本地域は、市街地近郊地域に位置する平場地域であり、農業振興地域整備計画における

農用地区域が点在している。農用地区域ではほぼ基盤整備が完了しているが、その他の区

域では未整備で狭小な農地が存在している。農業生産の主体は水稲だが、市街地への地物

野菜供給として土地生産性の高い農業が行われている。今後とも農業振興を図るため、遊

休農用地の発生を防止し、農業用用排水路や農業用道路、ため池などの農業用施設を保全

管理する地域の共同活動と、環境負荷の軽減に配慮した農業生産方式の普及が必要である。 

 

【目 標】 

 現況を踏まえ本地域では、地域共同による次のイからハまでのいずれかの活動を行うこ

とにより、多面的機能の発揮の促進を図ることとする。 

イ) 農用地、水路、農道等の地域資源の基礎的な保全管理活動及び地域資源の適切な保全

管理のための推進活動 

ロ) 農業用施設の軽微な補修及び農村環境の保全のための活動等の地域資源の質的向上を

図る共同活動並びに老朽化が進む農業用排水路等の長寿命化のための更新等の活動 

ハ) 化学肥料・化学合成農薬を原則５割以上低減する取組と合わせて行う地球温暖化防止

や生物多様性保全に効果の高い農業生産活動 

 



南部地域 

【現 況】 

 本地域は、沿岸部の干拓地と内陸部とに分けられる。干拓地は基盤整備が行われている

が、内陸部には未整備の農地が残っている。農林統計上の中山間地域に指定されるなど、 

平場地域と比べて生産条件の格差が大きい。このことから、格差を補正する取組を行うこ

とが必要である。農業生産は二期作が行われ、水稲のほかに麦や大豆、野菜の生産も盛ん

に行われている。今後とも農業振興を図るため、遊休農用地の発生を防止し、農業用用排

水路や農業用道路、ため池などの農業用施設を保全管理する地域の共同活動と、環境負荷

の軽減に配慮した農業生産方式の普及が必要である。 

 

【目 標】 

 現況を踏まえ本地域では、地域共同による次のイからニまでのいずれかの活動を行うこ

とにより、多面的機能の発揮の促進を図ることとする。 

イ) 農用地、水路、農道等の地域資源の基礎的な保全管理活動及び地域資源の適切な保全

管理のための推進活動 

ロ) 農業用施設の軽微な補修及び農村環境の保全のための活動等の地域資源の質的向上を

図る共同活動並びに老朽化が進む農業用排水路等の長寿命化のための更新等の活動 

ハ) 中山間地域等において、農業生産条件の不利を補正するため、耕作放棄地の発生防止

や機械の共同利用、農作業の共同化に取り組み、農業生産活動を将来に向け継続して

いく活動 

ニ) 化学肥料・化学合成農薬を原則５割以上低減する取組と合わせて行う地球温暖化防止

や生物多様性保全に効果の高い農業生産活動 

 

３ 法第６条第２項第１号の区域内において、その実施を推進する多面的機能発揮促進事

業に関する事項 

 実施を推進する区域 実施を推進する事業 

①  北部を主とする山間地域 
法第３条第３項第１号に掲げる事業及び同項第２号

に掲げる事業並びに同項第３号に掲げる事業 

②  東部山間地域 
法第３条第３項第１号に掲げる事業及び同項第２号

に掲げる事業並びに同項第３号に掲げる事業 

③  中央地域 
法第３条第３項第１号に掲げる事業及び同項第３号

に掲げる事業 

④  南部地域 
法第３条第３項第１号に掲げる事業及び同項第２号

に掲げる事業並びに同項第３号に掲げる事業 

 

４ 法第６条第２項第１号の区域内において特に重点的に多面的機能発揮促進事業の実施

を推進する区域を定める場合にあっては、その区域 

  設定しない。 



 

５ その他促進計画の実施に関し、市が必要と認める事項 

法第３条第３項第２号に掲げる事業（中山間地域等直接支払）の実施に関し、別記のとおり

定めることとする。 

 

 

 

  



（別 記） 

 

山口市中山間地域等直接支払交付金の交付を円滑に実施するため、地域の実情に即し、

以下のとおり定めることとする。 

 

１ 対象農用地の基準 

(1) 対象地域及び対象農用地の指定 

交付金の対象地域及び対象農用地については、次のアの指定地域のうちイの要件を

満たす農振農用地区域内の農用地であって、１ｈａ以上の一団の農用地とする。ただ

し、連担部分が１ｈａ未満の団地であっても、集落協定に基づく農用地の保全に向け

た共同取組活動が行われる複数の団地の合計面積が１ｈａ以上であるときは、対象と

する。また、連担している農用地でも傾斜等が異なる農用地で構成される場合には、

一部農用地を指定することができる。 

更に、一団の農用地において、田と田以外が混在し、全てが田の傾斜基準を満たし

ている場合においては、当該一団の農用地について、協定の対象となる農用地とする

ことができる。ただし、交付金の対象となる農用地は、田のみとする。なお、畦畔及

び法面も農用地面積に加える。 

ア 対象地域 

対象地域は次の(ｱ)から(ｲ)までの指定地域とする。 

(ｱ) ３法指定地域（特定農山村法、山村振興法及び過疎法による指定地域） 

仁保地区、小鯖地区、徳地地域、阿東地域、秋穂地域 

(ｲ) 県知事特認地域 

吉敷畑集落、宮野大山路集落、宮野熊坂集落、宮野上恋路集落、 

宮野中恋路集落、小郡前畑集落、鋳銭司地区、秋穂二島惣在所集落、 

秋穂二島祢宜集落、秋穂二島幸田集落、秋穂二島仁光寺集落 

イ 対象農用地 

(ｱ) 急傾斜農用地（通常基準によるもの） 

勾配が田で 1/20 以上、畑、草地及び採草放牧地で 15 度以上である農用地 

勾配は、団地の主傾斜により判定を行い、団地の一部が当該主傾斜を下回って

も、当該主傾斜が傾斜基準を満たす場合には交付金の対象とする。 

(ｲ) 緩傾斜農用地（市長の判断によるもの） 

勾配が田で 1/100 以上 1/20 未満、畑、草地及び採草牧草地で８度以上 15 度未

満である農用地 

勾配は団地の主傾斜により判定を行い、団地の一部が当該主傾斜を下回っても、

当該主傾斜が傾斜基準を満たす場合には交付金の対象とする。 

 

 

 

 



２ 対象者 

認定農業者に準ずる者として市長が認定する者は次に掲げる要件を全て満たすものと

する。 

(1) 年間農業従事日数が 150 日以上の基幹的農業従事者を有している経営体 

(2) 経営規模が１ｈａ以上の経営体 

(3) 農業所得が 100万円以上の経営体 

 

３ 集落協定の共通事項 

(1) 協定構成員の事務負担の軽減のため、必要に応じて、事務の委託の促進を図るものと

する。 

(2) 集落協定による共同取組活動を通じて耕作放棄を防止するとの観点から、交付金額の

おおむね 1/2 以上が集落の共同取組活動に使用されることが望ましい。 

 

４ その他必要な事項 

特になし 


